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はじめに
ヒトパピローマウイルス（HPV）ワクチンは，

子宮頸がんの原因となるHPV感染を予防する
ワクチンで，日本では2009年10月に承認され，
同年12月から任意接種がはじまった。2010年
11月からワクチン接種緊急促進事業として公

費助成がはじまり，2013年 4 月に予防接種法
に基づき定期接種化された。しかし，同ワクチ
ンとの因果関係を否定できない持続的な疼痛を
始めとする多様な症状が報告されたため，同年
6 月から，副反応の発生頻度等がより明らかに
なり，適切な情報提供ができるまでの間，積極
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的な接種の勧奨を差し控えることになった 1 ）。
その後，本ワクチンの有効性および安全性に関
する評価，本ワクチン接種後に生じた症状への
対応，本ワクチンについての情報提供の取り組
み等について，継続的に議論が行われた。その
結果，改めて本ワクチンの安全性について特段
の懸念は認められない，また接種による有効性
が副反応のリスクを明らかに上回ると結論さ
れ，2022年 4 月からHPVワクチン接種積極的
接種勧奨が再開された 2 ）。それに伴い，本ワク
チン接種率の増加が期待されるが，その後の接
種状況の推移に関する詳細な報告はない。本ワ
クチンの接種開始から現在に至るまでの，本邦
の中学女子生徒におけるワクチンの接種状況を
調査し，行政対応の変更との関係を調べるとと
もに，接種向上のための今後の課題について検
討したので報告する。

対象と方法
2008年から2023年に，東京都内の私立中学

校 1 校に入学した女子生徒のうち，本研究に同
意した1,528人を対象とした。各年の対象人数
は，92人から96人であった（表 1 ）。HPVワ
クチン接種状況を，入学時，および在学中の各
学期始め毎に実施している保健調査から，2024
年 1 月 8 日時点まで調査した。本研究では，
HPVワクチンを 1 回以上接種した者をHPVワ
クチン接種者と定義し，その接種率を算出し
た。本研究は，慶應義塾研究倫理審査委員会で
承認されている（受理番号23-008）。

結果
2007年から2020年に入学した女子生徒に

おけるHPVワクチン接種率の推移を図 1 に示
す。入学年別HPVワクチン接種率は，2008～

表1　対象学校の女子生徒数

入学年 （人） 入学年 （人）
2008 92 2016 96
2009 96 2017 96
2010 96 2018 96
2011 96 2019 96
2012 93 2020 96
2013 96 2021 96
2014 96 2022 96
2015 95 2023 96

計 1 ,528
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2012年は夫々，23.9，63.5，67.7，85.4，61.7％で
あった。しかし，積極的接種勧奨を差し控えた
2013年以降は，ワクチン接種率は急激に低下し，
2013年入学生は4.2％，2014年から2017年入学
生では 0 ～ 1 ％となった。しかし厚生労働省（厚
労省）がその安全性を確認し，種々の施策を確
立した2018年以降ワクチン接種率は上昇に転じ，
2018～2020年は夫々，8.3，22.9，34.4％になった。

2024年 1 月 8 日時点での在校生のワクチン接
種状況を図 2 に示す。このうち，2022，2023年
入学生はまだ在学中で，卒業までに接種率はさ
らに上昇する可能性がある。入学年別のHPV
ワクチン接種率は，2021年は47.9％で，2022
年は30.2％であった。2022年に積極的接種勧奨
が再開となり，2021年に入学した者，2022年
に入学した者では，標準的な接種時期である中
学 1 年生の時よりも，中学 2 年生以降でのワク
チン接種率が増加していた。中学 1 年時点での
累積接種率は，2021年11.5％，2022年11.5％，
2023年（2024年 1 月 8 日時点）17.7％と，増加
傾向を認める。このグループは，現時点ではま
だ低率にとどまっているものの，今後更なる接
種率の増加が期待される。

考察
本研究から，HPVワクチン接種率は，2010年

開始の緊急促進事業による接種費用の助成や，

2013年 4 月の定期接種化により上昇したが，
2013年 6 月の積極的接種勧奨の差し控えに伴
い急降下し，2014年から2017年は 0 ～ 1 ％と低
い状態が続いた。本ワクチンの副作用について，
マスコミの報道が，HPVワクチンの積極的接種
勧奨の一時中止という事態に追い込んだ可能性
は否定できないが，本質は厚労省の副作用対策
が不十分であったことであると考えられている 4 ）。

その後種々の体制が整い，2020年に厚労省
は，対象者等がワクチン接種の情報に接し，接
種を受けるかどうかの検討・判断ができるよう
にワクチンの有効性・安全性に関する情報提供
の個別送付を開始した 3 ）。それに呼応し，2018
年入学生（2020年に中学 3 年生として在籍）
以降の接種率は上昇傾向に転じた。一方，2022
年には積極的接種勧奨も再開されたにもかかわ
らず，今回の検討では在校生のワクチン接種率
は未だ低値であった。

尚，厚労省の審議会は，2022年度の累積初
回接種率として，2008年度生まれ12.9％，2009
年度生まれ8.1％，2010年度生まれ2.8％と報告
している 5 ）。本研究では2008年度生まれ（2021
年入学生）16.7％，2009年度生まれ（2022年入
学生）11.5％，2010年度生まれ（2023年入学生）
2.1％であり，2008年度から2009年度に生まれ
たものでは，厚労省の報告より高値であった。
本校では，新入生およびその保護者に本ワクチ
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ンを含めた予防接種の情報を他の健康情報と併
せ記載した冊子を配布している。この冊子配布
も接種率向上の一部に寄与している可能性があ
ると考える。

世 界 保 健 機 構（WHO） は2030年 ま で に，
90％以上の女性が15歳までにHPVワクチンを
接種することを目標としている 6 ）。実際にス
ウェーデンからは，17歳になる前に 4 価HPV
ワクチンを接種すると，浸潤性子宮頸がんにな
るリスクが88％減少することが示されている 7 ）。
即ち，中学校在籍中の接種は，子宮頸がんの予
防に重要であると考える。

本邦では，現在HPVワクチンとして，2 価，
4 価，9 価ワクチンの 3 種が定期接種に用いられ
ている。2 価，および 4 価ワクチンの接種回数は
3 回であるが，2023年 4 月から定期接種となっ
た 9 価ワクチンでは，15歳未満で接種を開始す
ると 2 回接種で終了となる。そのため，今後は 9
価ワクチンが主流になっていくと予想される。

HPVワクチンの接種率向上のためには，定期
接種の対象である中学生および保護者にワクチ
ンに関する正確な情報を提供することが重要で
あると考える。女子中学生のワクチン接種動機
には，母親のワクチン接種への認識が最も影響
するとする報告もある 8 ）。尚，厚労省のHPVワ
クチンに関する調査は，接種させたくないと回答
した保護者の理由として，安全性の担保と十分
な情報提供がされていないことをあげている 9 ）。

また厚労省の審議会は，HPVワクチンに関
する情報提供を行う場として，学校も重要であ
ると指摘している10）。学校での情報提供の方法
としては，各行政機関などが作成しているリー
フレットの配布，ポスターの掲示に加え，産婦
人科医や学校医などによる，接種対象者および
保護者への講演会開催などを検討している。

結語
今回調べた対象のHPVワクチン接種率は一

時ほぼ 0 ％にまで減少したが，種々の環境整備
が行われ，積極的勧奨が再開し，再度上昇傾向

にある。しかし未だ当初のレベルに達してい
ない。HPVワクチンの接種率向上のためには，
中学校在籍中にワクチンに関する正確な情報を
提供することが重要と考える。

本論文の要旨は，第69回日本学校保健学会
（2023年11月11日，東京）において発表した。
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